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図 2 東海地区(原電周辺) 図 3 東海地区(サイクル工研周辺)

走行サーベイルート 走行サーベイルート

いずれも国土地理院地図(電子国土 Web)を元に、ルート及び方位円を記入

図 4 東海地区(機構大洗周辺)

走行サーベイルート

図 5 基幹走行サーベイルート

(始点:S、終点:G)

表 1 原子力施設周辺地域の空間線量率 

図 1 東海及び大洗地区の空間線量率経年変化(定点サーベイ) 

(注)・平成 23 年度は、原発事故に係る特別調査を実施のためデータなし  

・平成 24 年 4 月までは、モニタリング車搭載 3”φ×3”NaI(Tl)シンチレーション検出器により地上 2.7m で測定

・平成 24 年 12 月は NaI(Tl)シンチレーションサーベメータにより地上 1m において測定

・平成 25 年度以降、 4 地点の 7、1 月測定を追加し、2”φ×2”NaI(Tl)シンチレーション検出器により地上 1m で測定

表 2 走行サーベイによる空間線量率表  表 3 走行サーベイによる空間線量率

（東海・大洗地区周辺）   （基幹ルート） 

 

 

単位：nGy/h

地点 4月 7月 10月 1月 平均 地点 4月 7月 10月 1月 平均

舟石川 37 - 33 - 35 成田 44 - 41 - 43
須和間 52 - 51 - 52 磯浜 45 39 43 45 43
豊岡 59 - 57 - 58 旧陣屋 - 44 - 50 47
外宿 51 - 50 - 51 若宮 37 35 34 37 36
真弓 47 - 42 - 45 大谷川 57 - 56 - 57
佐竹 51 - 47 - 49 旭中 59 - 60 - 60
河原子 55 - 53 - 54 舟木 63 - 67 - 65
額田 66 - 67 - 67 徳宿 44 - 59 - 52
瓜連 51 - 51 - 51 44 39 51 44 50

部田野 61 - 61 - 61
宮前 - 50 - 54 52

53 50 51 54 52 石川 44 - 46 - 53

地域区分

大洗地区

平均値

比較対象

東海地区

（注）「－」は測定対象外

地域区分

平均値

H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 

最小値最大値平均値

1 ひたちなか／高萩ルート 24 70 48

2 日立／高萩ルート 26 68 42

3 高萩／常陸太田ルート 30 100 53

4 常陸太田／常陸大宮ルート 39 104 53

5 水戸／那珂／常陸太田ルート 36 71 54

6 水戸／常陸大宮／大子ルート 38 100 54

7 水戸／城里ルート 37 62 52

8 水戸／笠間ルート 45 75 57

9 水戸／大洗／鉾田ルート 43 70 54

10 ひたちなか／茨城ルート 38 67 53

11 茨城／鉾田ルート（r50+r110） 38 78 54

12 茨城／鉾田ルート（r18） 43 69 53

13 茨城／鉾田ルート（r18+r50） 43 69 53

14 常陸太田／大子ルート 38 91 56

15  高速ルート常磐道（東海～高萩） 39 116 73

16  高速ルート北関東道（笠間～ひたちなか） 36 119 60

17  高速ルート常磐道（東海～茨城） 40 78 56

18  高速ルート東関東道（鉾田～ひたちなか） 39 84 58

測定日：8/17、8/23、9/26 単位：nGy/h

ルート
測定高：1.0 m

遮蔽係数：1.52

( 1 )東 海 地 区 （ 原 電 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 5 1 5 2 7 1
最 小 値 2 4 2 5 3 8
平 均 値 3 8 3 9 5 4

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 5～ 9 k m ② 周 辺 3～ 5 k m
③ 周 辺 1～ 3 k m ④ 原 電 境 界 付 近

( 2 )東 海 地 区 （ サ イ ク ル 工 研 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 4 9 4 9 7 1
最 小 値 2 5 2 8 4 3
平 均 値 3 7 3 8 5 6

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 7～ 9 k m ② 周 辺 4～ 6 k m
③ 周 辺 1～ 3 k m
④ サ イ ク ル 工 研 境 界 付 近

( 3 )大 洗 地 区 （ 機 構 大 洗 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 5 7 5 9 7 5
最 小 値 2 4 2 7 4 4
平 均 値 4 0 4 0 5 8

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 3～ 6 k m ② 周 辺 1～ 3 k m
③ 機 構 大 洗 境 界 付 近

2 . 7ｍ

単 位 ： n G y / h

単 位 ： n G y / h

2 . 7ｍ

2 . 7ｍ

単 位 ： n G y / h
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図 2 東海地区(原電周辺)  図 3 東海地区(サイクル工研周辺) 

走行サーベイルート     走行サーベイルート 

いずれも国土地理院地図(電子国土 Web)を元に、ルート及び方位円を記入 

図 4 東海地区(機構大洗周辺) 

走行サーベイルート 

図 5 基幹走行サーベイルート 

(始点:S、終点:G) 

表 1 原子力施設周辺地域の空間線量率

図 1 東海及び大洗地区の空間線量率経年変化(定点サーベイ)

(注)・平成 23 年度は、原発事故に係る特別調査を実施のためデータなし

・平成 24 年 4 月までは、モニタリング車搭載 3”φ×3”NaI(Tl)シンチレーション検出器により地上 2.7m で測定

・平成 24 年 12 月は NaI(Tl)シンチレーションサーベメータにより地上 1m において測定

・平成 25 年度以降、 4 地点の 7、1 月測定を追加し、2”φ×2”NaI(Tl)シンチレーション検出器により地上 1m で測定

表 2 走行サーベイによる空間線量率表 表 3 走行サーベイによる空間線量率

（東海・大洗地区周辺） （基幹ルート）

単位：nGy/h

地点 4月 7月 10月 1月 平均 地点 4月 7月 10月 1月 平均

舟石川 37 - 33 - 35 成田 44 - 41 - 43
須和間 52 - 51 - 52 磯浜 45 39 43 45 43
豊岡 59 - 57 - 58 旧陣屋 - 44 - 50 47
外宿 51 - 50 - 51 若宮 37 35 34 37 36
真弓 47 - 42 - 45 大谷川 57 - 56 - 57
佐竹 51 - 47 - 49 旭中 59 - 60 - 60
河原子 55 - 53 - 54 舟木 63 - 67 - 65
額田 66 - 67 - 67 徳宿 44 - 59 - 52
瓜連 51 - 51 - 51 44 39 51 44 50

部田野 61 - 61 - 61
宮前 - 50 - 54 52

53 50 51 54 52 石川 44 - 46 - 53

地域区分

大洗地区

平均値

比較対象

東海地区

（注）「－」は測定対象外

地域区分

平均値

H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

最小値最大値平均値

1 ひたちなか／高萩ルート 24 70 48

2 日立／高萩ルート 26 68 42

3 高萩／常陸太田ルート 30 100 53

4 常陸太田／常陸大宮ルート 39 104 53

5 水戸／那珂／常陸太田ルート 36 71 54

6 水戸／常陸大宮／大子ルート 38 100 54

7 水戸／城里ルート 37 62 52

8 水戸／笠間ルート 45 75 57

9 水戸／大洗／鉾田ルート 43 70 54

10 ひたちなか／茨城ルート 38 67 53

11 茨城／鉾田ルート（r50+r110） 38 78 54

12 茨城／鉾田ルート（r18） 43 69 53

13 茨城／鉾田ルート（r18+r50） 43 69 53

14 常陸太田／大子ルート 38 91 56

15 高速ルート常磐道（東海～高萩） 39 116 73

16 高速ルート北関東道（笠間～ひたちなか） 36 119 60

17 高速ルート常磐道（東海～茨城） 40 78 56

18 高速ルート東関東道（鉾田～ひたちなか） 39 84 58

測定日：8/17、8/23、9/26 単位：nGy/h

ルート
測定高：1.0 m

遮蔽係数：1.52

( 1 )東 海 地 区 （ 原 電 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 5 1 5 2 7 1
最 小 値 2 4 2 5 3 8
平 均 値 3 8 3 9 5 4

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 5～ 9 k m ② 周 辺 3～ 5 k m
③ 周 辺 1～ 3 k m ④ 原 電 境 界 付 近

( 2 )東 海 地 区 （ サ イ ク ル 工 研 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 4 9 4 9 7 1
最 小 値 2 5 2 8 4 3
平 均 値 3 7 3 8 5 6

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 7～ 9 k m ② 周 辺 4～ 6 k m
③ 周 辺 1～ 3 k m
④ サ イ ク ル 工 研 境 界 付 近

( 3 )大 洗 地 区 （ 機 構 大 洗 周 辺 ）

測 定 高 1 . 0ｍ
測 定 日 8月 7日 2月 9日 8月 2 9日
最 大 値 5 7 5 9 7 5
最 小 値 2 4 2 7 4 4
平 均 値 4 0 4 0 5 8

(測 定 ル ー ト ）
① 周 辺 3～ 6 k m ② 周 辺 1～ 3 k m
③ 機 構 大 洗 境 界 付 近

2 . 7ｍ

単 位 ： n G y / h

単 位 ： n G y / h

2 . 7ｍ

2 . 7ｍ

単 位 ： n G y / h
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表１ 積算線量測定結果

1 2 3 4 R5年度

(3～6月) (6～9月) (9～12月) (12月～3月) 積算値

1 東海村 (原子力科学館) 0.10 0.11 0.10 0.11 0.42

2 〃 (東海中) 0.09 0.09 0.09 0.10 0.37

3 〃 (舟石川小) 0.09 0.10 0.10 0.10 0.39

4 那珂市 (那珂一中) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

5 〃 (額田小) 0.08 0.09 0.08 0.10 0.35

6 〃 (那珂二中) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

7 〃 (旧本米崎小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

8 〃 (笠松運動公園) 0.08 0.08 0.08 0.09 0.33

9 〃 (瓜連小) 0.07 0.08 0.07 0.08 0.30

10 日立市 (日立商高) 0.13 0.13 0.13 0.14 0.53

11 〃 (日立二高) 0.09 0.10 0.11 0.11 0.41

12 〃 (大久保小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

13 常陸太田市 (峰山中) 0.09 0.10 0.10 0.10 0.39

14 ひたちなか市 (石川町) 0.11 0.11 0.12 0.12 0.46

15 〃 (漁業無線局) 0.11 0.11 0.12 0.11 0.45

16 〃 (阿字ヶ浦中) 0.12 0.13 0.14 0.14 0.53

17 〃 (那珂湊支所) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

18 大洗町 (大洗南中) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

19 〃 (大洗小) 0.09 0.09 0.10 0.10 0.38

20 鉾田市 (旭北小) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

21 〃 (旭南小) 0.13 0.14 0.15 0.15 0.57

22 〃 (舟木小) 0.08 0.09 0.10 0.09 0.36

23 水戸市 (稲荷第一小) 0.08 0.09 0.10 0.09 0.36

24 茨城町 (若宮) 0.09 0.09 0.10 0.09 0.37

25 〃 (旧沼前小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

26 〃 (明光中) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

27 水戸市 (水戸五中) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

28 ひたちなか市 (環境放射線監視センター) 0.12 0.14 0.14 0.14 0.54

29 常陸大宮市 (γフィールド) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

30 東海村 (緑ヶ丘団地) 0.10 0.11 0.11 0.11 0.43

31 ひたちなか市 (中根小) 0.09 0.09 0.10 0.10 0.38

0.09 0.10 0.10 0.10 0.40

(単位：mGy/91日)

地点番号 測定地点

平均値（№28、29を除く）

２２－－２２  蛍蛍光光ガガララスス線線量量計計（（RRPPLLDD））にによよるる積積算算線線量量  

１ 調査方法 

１．１ 測定地点及び頻度 

測 定 地 点 測 定 頻 度 

東海地区 東海：3地点、那珂：6地点、日立：3地点、

常陸太田：1地点、ひたちなか：4地点 

四半期毎（３か月） 

大洗地区 大洗：2地点、鉾田：3地点、水戸：1地点、

茨城：3地点 

比較対照地点 水戸：1地点（水戸五中） 

その他 ひたちなか：2地点（環境放射線監視センタ

ー、中根小）、常陸大宮：1 地点（γフィー

ルド）、東海：1地点（緑ヶ丘団地） 

１．２ 測定方法 

蛍光ガラス線量計（RPLD）を 1地点 3素子ずつ地上 1m高さに設置、約 3か月で回収し、蛍光ガラス線量

計リーダー（AGC テクノグラス製 FGD-201S）で積算線量を測定した。同時に、鉛容器（厚さ 5cm）に保管

した素子を測定し、宇宙線及び素子自己照射線量を減じ、91日間に換算した値を測定値とした。 

２ 結果の概要 

（１）各地点における測定結果を表１に示した。各地点における年間積算値の範囲は 0.30～0.57mGyであり、

γフィールド及び環境放射線監視センターを除いた 29地点の年間線量の平均値は 0.40mGyであった。 

（２）原発事故で放出され、沈着した放射性物質の影響により、樹木等が多く存在している場所では、測定

値が高くなる傾向にある。 

（３）四半期毎の平均値の経年変化を図１に示した。積算線量値は、原発事故の影響により、平成 22年度第

4四半期に全ての地点において上昇して以降、平成 23年度第 1四半期において最大となり、その後は減

少傾向となっている。 

図１ 積算線量の経年変化（四半期毎の平均値） 

  （注）γフィールド及び環境放射線監視センターを除いた平均値 
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表１ 積算線量測定結果

1 2 3 4 R5年度

(3～6月) (6～9月) (9～12月) (12月～3月) 積算値

1 東海村 (原子力科学館) 0.10 0.11 0.10 0.11 0.42

2 〃 (東海中) 0.09 0.09 0.09 0.10 0.37

3 〃 (舟石川小) 0.09 0.10 0.10 0.10 0.39

4 那珂市 (那珂一中) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

5 〃 (額田小) 0.08 0.09 0.08 0.10 0.35

6 〃 (那珂二中) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

7 〃 (旧本米崎小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

8 〃 (笠松運動公園) 0.08 0.08 0.08 0.09 0.33

9 〃 (瓜連小) 0.07 0.08 0.07 0.08 0.30

10 日立市 (日立商高) 0.13 0.13 0.13 0.14 0.53

11 〃 (日立二高) 0.09 0.10 0.11 0.11 0.41

12 〃 (大久保小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

13 常陸太田市 (峰山中) 0.09 0.10 0.10 0.10 0.39

14 ひたちなか市 (石川町) 0.11 0.11 0.12 0.12 0.46

15 〃 (漁業無線局) 0.11 0.11 0.12 0.11 0.45

16 〃 (阿字ヶ浦中) 0.12 0.13 0.14 0.14 0.53

17 〃 (那珂湊支所) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

18 大洗町 (大洗南中) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

19 〃 (大洗小) 0.09 0.09 0.10 0.10 0.38

20 鉾田市 (旭北小) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

21 〃 (旭南小) 0.13 0.14 0.15 0.15 0.57

22 〃 (舟木小) 0.08 0.09 0.10 0.09 0.36

23 水戸市 (稲荷第一小) 0.08 0.09 0.10 0.09 0.36

24 茨城町 (若宮) 0.09 0.09 0.10 0.09 0.37

25 〃 (旧沼前小) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

26 〃 (明光中) 0.10 0.10 0.11 0.11 0.42

27 水戸市 (水戸五中) 0.08 0.09 0.09 0.09 0.35

28 ひたちなか市 (環境放射線監視センター) 0.12 0.14 0.14 0.14 0.54

29 常陸大宮市 (γフィールド) 0.07 0.08 0.08 0.08 0.31

30 東海村 (緑ヶ丘団地) 0.10 0.11 0.11 0.11 0.43

31 ひたちなか市 (中根小) 0.09 0.09 0.10 0.10 0.38

0.09 0.10 0.10 0.10 0.40

(単位：mGy/91日)

地点番号 測定地点

平均値（№28、29を除く）

２２－－２２  蛍蛍光光ガガララスス線線量量計計（（RRPPLLDD））にによよるる積積算算線線量量  

１ 調査方法 

１．１ 測定地点及び頻度 

測 定 地 点 測 定 頻 度 

東海地区 東海：3地点、那珂：6地点、日立：3地点、

常陸太田：1地点、ひたちなか：4地点 

四半期毎（３か月） 

大洗地区 大洗：2地点、鉾田：3地点、水戸：1地点、

茨城：3地点 

比較対照地点 水戸：1地点（水戸五中） 

その他 ひたちなか：2地点（環境放射線監視センタ

ー、中根小）、常陸大宮：1 地点（γフィー

ルド）、東海：1地点（緑ヶ丘団地）

１．２ 測定方法 

蛍光ガラス線量計（RPLD）を 1地点 3素子ずつ地上 1m高さに設置、約 3か月で回収し、蛍光ガラス線量

計リーダー（AGC テクノグラス製 FGD-201S）で積算線量を測定した。同時に、鉛容器（厚さ 5cm）に保管

した素子を測定し、宇宙線及び素子自己照射線量を減じ、91日間に換算した値を測定値とした。

２ 結果の概要 

（１）各地点における測定結果を表１に示した。各地点における年間積算値の範囲は 0.30～0.57mGyであり、

γフィールド及び環境放射線監視センターを除いた 29地点の年間線量の平均値は 0.40mGyであった。 

（２）原発事故で放出され、沈着した放射性物質の影響により、樹木等が多く存在している場所では、測定

値が高くなる傾向にある。 

（３）四半期毎の平均値の経年変化を図１に示した。積算線量値は、原発事故の影響により、平成 22年度第

4四半期に全ての地点において上昇して以降、平成 23年度第 1四半期において最大となり、その後は減

少傾向となっている。 

図１ 積算線量の経年変化（四半期毎の平均値）

（注）γフィールド及び環境放射線監視センターを除いた平均値 
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２２－－４４  大大気気及及びび大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射性性核核種種濃濃度度  

１ 調査方法

１．１ 採取地点及び頻度 

測定対象 採取地点 採取頻度 測定単位 

大気 
村松局(東海村)、常陸那珂局(ひた

ちなか市) 
連続採取 約 2週間 

大気浮遊じん 

石川局(水戸市)、村松局(東海村)、 

常陸那珂局(ひたちなか市) 

広浦局(茨城町)、造谷局(鉾田市) 

24時間毎に 

連続採取 
1か月 

大気浮遊じん(U) 
三菱原燃局(東海村)、舟石川局(東

海村)、本米崎局(那珂市) 

24時間毎に 

連続採取 
3か月 

１．２ 測定方法 

大気試料は、ヨウ素サンプラを用いて活性炭カートリッジ CHC-50-A10 と活性炭ろ紙 CP-20 に捕集し

たものを Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-70-S、ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 GC-4018)

で測定した。なお、常陸那珂局は令和 6年 1月から測定を開始した。 

大気浮遊じん試料は、ダストサンプラを用いてセルロース・ガラス繊維ろ紙 HE-40Tに集じんしたもの

を打ち抜き、1か月分のろ紙を U8容器に詰め、γ線放出核種を Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-

70-S、ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 GC-4018)で測定した。 

大気浮遊じん(U)試料は、ダストサンプラを用いてメンブレンフィルタ ICAM/ROLL に集じんしたもの

を打ち抜き、３か月分のフィルタを TBP抽出後、シリコン半導体検出器(ミリオンテクノロジーズ・キャ

ンベラ製 Alpha Analyst 7200-08)を用いてα線を測定した。 

２  結果の概要

２．１ 大気中ヨウ素濃度

いずれの期間においても検出限界値未満であった。 

２．２ 大気浮遊じん中放射性核種濃度

(１) 各地点における放射性核種濃度の測定結果を表１、137Cs濃度の経月変化を図１に示した。また、ウ

ラン濃度の測定結果を表２に示した。

(２) 原発事故の影響により、137Csが検出限界に近い濃度で検出された。

(３) 137Csは概ね冬季から春季にかけて検出される傾向にあった。乾燥及び風による土埃の舞い上がりの

影響を受けていると推測される。 

(４) ウラン(234U+235U+238U)濃度は、検出限界値未満～0.27μBq/m3の範囲であった。
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２２－－４４ 大大気気及及びび大大気気浮浮遊遊じじんん中中のの放放射射性性核核種種濃濃度度

１ 調査方法

１．１ 採取地点及び頻度

測定対象 採取地点 採取頻度 測定単位

大気
村松局(東海村)、常陸那珂局(ひた

ちなか市)
連続採取 約 2週間

大気浮遊じん

石川局(水戸市)、村松局(東海村)、

常陸那珂局(ひたちなか市)

広浦局(茨城町)、造谷局(鉾田市)

24時間毎に

連続採取
1か月

大気浮遊じん(U)
三菱原燃局(東海村)、舟石川局(東

海村)、本米崎局(那珂市)

24時間毎に

連続採取
3か月

１．２ 測定方法

大気試料は、ヨウ素サンプラを用いて活性炭カートリッジ CHC-50-A10 と活性炭ろ紙 CP-20 に捕集し

たものを Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-70-S、ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 GC-4018)

で測定した。なお、常陸那珂局は令和 6年 1月から測定を開始した。

大気浮遊じん試料は、ダストサンプラを用いてセルロース・ガラス繊維ろ紙 HE-40Tに集じんしたもの

を打ち抜き、1か月分のろ紙を U8容器に詰め、γ線放出核種を Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-

70-S、ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 GC-4018)で測定した。

大気浮遊じん(U)試料は、ダストサンプラを用いてメンブレンフィルタ ICAM/ROLL に集じんしたもの

を打ち抜き、３か月分のフィルタを TBP抽出後、シリコン半導体検出器(ミリオンテクノロジーズ・キャ

ンベラ製 Alpha Analyst 7200-08)を用いてα線を測定した。

２ 結果の概要

２．１ 大気中ヨウ素濃度

いずれの期間においても検出限界値未満であった。

２．２ 大気浮遊じん中放射性核種濃度

(１) 各地点における放射性核種濃度の測定結果を表１、137Cs濃度の経月変化を図１に示した。また、ウ

ラン濃度の測定結果を表２に示した。

(２) 原発事故の影響により、137Csが検出限界に近い濃度で検出された。

(３) 137Csは概ね冬季から春季にかけて検出される傾向にあった。乾燥及び風による土埃の舞い上がりの

影響を受けていると推測される。

(４) ウラン(234U+235U+238U)濃度は、検出限界値未満～0.27μBq/m3の範囲であった。
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２２－－５５ 陸陸水水中中のの放放射射性性核核種種濃濃度度

１ 調査方法

１．１ 採取地点及び頻度

項 目 採 取 地 点 採 取 月

水道水 水戸(県農業研究所) 4、10月

ひたちなか(環境放射線監視センター) 6月

河川水 東海(久慈川)、水戸(那珂川) 4、10月

湖水 霞ヶ浦(湖心) 5月

井戸水 東海(村松) 4、10月

陸水 外宿浄水場(東海村)、十王浄水場(日立市)、水府南

部浄水場(常陸太田市)、大宮浄水場(常陸大宮市)、

夏海浄水場(大洗町)、鹿島浄水場(鹿嶋市)

11、1月

１．２ 測定方法

トリチウムは、減圧蒸留し、低 BG液体シンチレーションシステム(日立アロカメディカル製 LSC-LB7、

日立製作所製 LSC-LB8)により測定した。

γ線放出核種は、蒸発乾固した後、Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-70-S、ミリオンテクノロジ

ーズ・キャンベラ製 GC-4018)により測定した。供試料量は、河川水・水道水・井戸水が 30L、湖水、陸

水が 100Lである。

水道水、河川水、湖水、井戸水のウランは、メンブランフィルタでろ過し、誘導結合プラズマ質量分

析装置(島津製作所製 ICPMS-2030)により測定した。

陸水のウランは、TBP抽出後、シリコン半導体検出器(ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 Alpha

Analyst 7200-08)を用いてα線を測定した。供試料量は、２Lである。
90Srは、放射化学分離後、低 BGガスフロー計数装置(日立アロカメディカル製 LBC-4512)でβ線を測

定した。供試料量は、100Lである。

２ 調査結果

（１）放射性核種濃度の測定結果を表１に、水道水(水戸市)・河川水(水戸市)・湖水(霞ヶ浦)・井戸水(東

海村)のトリチウム、137Cs濃度の経年変化を、それぞれ図１、図２に示した。

（２）トリチウム濃度は、河川水・水道水・井戸水が検出限界値未満～0.80Bq/L、湖水が検出限界値未満

であった。河川水・水道水・井戸水の最大値は、平成 22年度以降の調査結果(河川水・水道水・井戸

水 0.16～1.3Bq/L)の範囲内であった。

（３）河川水・水道水からは、原発事故の影響により 137Cs が検出限界値未満～4.9mBq/L の範囲で検出さ

れた。

（４）湖水からは、原発事故の影響により、137Csが 7.8mBq/L検出された。

（５）ウラン(234U+235U+238U)濃度は、河川水・水道水・井戸水が 0.085～0.70mBq/Lであり、その最大値は、

過去 10年間の調査結果(0.032～1.4mBq/L)の範囲内にあった。また、他の試料より高い傾向にある湖

水 9.1mBq/Lは、過去 10年間の調査結果(5.3～8.9mBq/L)と同等のレベルであった。

陸水のウラン(234U+235U+238U)濃度は、0.23mBq/Lであった。

（６）90Srは、検出限界値未満～1.1mBq/Lの範囲で検出された。
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２２－－５５  陸陸水水中中のの放放射射性性核核種種濃濃度度  

１ 調査方法 

１．１ 採取地点及び頻度 

項 目 採 取 地 点 採 取 月 

水道水 水戸(県農業研究所) 4、10月 

ひたちなか(環境放射線監視センター) 6月 

河川水 東海(久慈川)、水戸(那珂川) 4、10月 

湖水 霞ヶ浦(湖心) 5月 

井戸水 東海(村松) 4、10月 

陸水 外宿浄水場(東海村)、十王浄水場(日立市)、水府南

部浄水場(常陸太田市)、大宮浄水場(常陸大宮市)、

夏海浄水場(大洗町)、鹿島浄水場(鹿嶋市) 

11、1月 

１．２ 測定方法 

トリチウムは、減圧蒸留し、低 BG液体シンチレーションシステム(日立アロカメディカル製 LSC-LB7、

日立製作所製 LSC-LB8)により測定した。 

γ線放出核種は、蒸発乾固した後、Ge半導体検出器(SEIKO EG&G製 GEM40-70-S、ミリオンテクノロジ

ーズ・キャンベラ製 GC-4018)により測定した。供試料量は、河川水・水道水・井戸水が 30L、湖水、陸

水が 100Lである。 

水道水、河川水、湖水、井戸水のウランは、メンブランフィルタでろ過し、誘導結合プラズマ質量分

析装置(島津製作所製 ICPMS-2030)により測定した。 

陸水のウランは、TBP抽出後、シリコン半導体検出器(ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ製 Alpha 

Analyst 7200-08)を用いてα線を測定した。供試料量は、２Lである。 
90Srは、放射化学分離後、低 BGガスフロー計数装置(日立アロカメディカル製 LBC-4512)でβ線を測

定した。供試料量は、100Lである。 

２ 調査結果 

（１）放射性核種濃度の測定結果を表１に、水道水(水戸市)・河川水(水戸市)・湖水(霞ヶ浦)・井戸水(東

海村)のトリチウム、137Cs濃度の経年変化を、それぞれ図１、図２に示した。 

（２）トリチウム濃度は、河川水・水道水・井戸水が検出限界値未満～0.80Bq/L、湖水が検出限界値未満

であった。河川水・水道水・井戸水の最大値は、平成 22年度以降の調査結果(河川水・水道水・井戸

水 0.16～1.3Bq/L)の範囲内であった。 

（３）河川水・水道水からは、原発事故の影響により 137Cs が検出限界値未満～4.9mBq/L の範囲で検出さ

れた。 

（４）湖水からは、原発事故の影響により、137Csが 7.8mBq/L検出された。 

（５）ウラン(234U+235U+238U)濃度は、河川水・水道水・井戸水が 0.085～0.70mBq/Lであり、その最大値は、

過去 10年間の調査結果(0.032～1.4mBq/L)の範囲内にあった。また、他の試料より高い傾向にある湖

水 9.1mBq/Lは、過去 10年間の調査結果(5.3～8.9mBq/L)と同等のレベルであった。 

 陸水のウラン(234U+235U+238U)濃度は、0.23mBq/Lであった。 

（６）90Srは、検出限界値未満～1.1mBq/Lの範囲で検出された。 
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表１ 陸水中の放射性核種濃度 

図１ 陸水中のトリチウム濃度の経年変化 

(注)グラフの見やすさを考慮して、検出限界値未満は 0mBq/m3とし、マーカーを小さくした。 

 
 

 

図２ 陸水中の 137Cs濃度の経年変化 

(注)グラフの見やすさを考慮して、検出限界値未満は 0mBq/m3とし、マーカーを小さくした。 

単位：mBq/L

種　類 採 取 地 点 採取月

水道水 水戸市 4月 ― 0.14 ± 0.002

10月 ― 1.3 ± 0.2 0.085 ± 0.003

ひたちなか市 6月 ― 0.46 ± 0.1 0.56 ± 0.006

河川水 水戸市 4月 0.49 ± 0.1 ― 2.7 ± 0.7 0.28 ± 0.006

（那珂川） 10月 0.41 ± 0.1 ― 1.6 ± 0.3 0.21 ± 0.003

東海村 4月 0.51 ± 0.1 ― 4.9 ± 0.5 0.70 ± 0.004

（久慈川） 10月 0.43 ± 0.1 ― 0.59 ± 0.003

湖　水 霞ヶ浦 5月 ― 7.8 ± 0.2 9.1 ± 0.01

井戸水 東海村 4月 0.80 ± 0.1 ― 0.21 ± 0.0009

10月 0.71 ± 0.1 ― 0.11 ± 0.003

陸 水 外宿浄水場 11月 0.81 ± 0.1 0.23 ± 0.05
十王浄水場 11月 0.44 ± 0.1 ―
水府南部浄水場 11月 1.1 ± 0.1 ―
大宮浄水場 11月 0.50 ± 0.1 0.48 ± 0.1 ―
夏海浄水場 11月 0.42 ± 0.1 ―
鹿島浄水場 1月 0.74 ± 0.1 3.8 ± 0.2 ―

　（注）「―」は測定対象外
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表１ 陸水中の放射性核種濃度

図１ 陸水中のトリチウム濃度の経年変化

(注)グラフの見やすさを考慮して、検出限界値未満は 0mBq/m3とし、マーカーを小さくした。

図２ 陸水中の 137Cs濃度の経年変化

(注)グラフの見やすさを考慮して、検出限界値未満は 0mBq/m3とし、マーカーを小さくした。

単位：mBq/L

種 類 採 取 地 点 採取月

水道水 水戸市 4月 ― 0.14 ± 0.002

10月 ― 1.3 ± 0.2 0.085 ± 0.003

ひたちなか市 6月 ― 0.46 ± 0.1 0.56 ± 0.006

河川水 水戸市 4月 0.49 ± 0.1 ― 2.7 ± 0.7 0.28 ± 0.006

（那珂川） 10月 0.41 ± 0.1 ― 1.6 ± 0.3 0.21 ± 0.003

東海村 4月 0.51 ± 0.1 ― 4.9 ± 0.5 0.70 ± 0.004

（久慈川） 10月 0.43 ± 0.1 ― 0.59 ± 0.003

湖 水 霞ヶ浦 5月 ― 7.8 ± 0.2 9.1 ± 0.01

井戸水 東海村 4月 0.80 ± 0.1 ― 0.21 ± 0.0009

10月 0.71 ± 0.1 ― 0.11 ± 0.003

陸 水 外宿浄水場 11月 0.81 ± 0.1 0.23 ± 0.05
十王浄水場 11月 0.44 ± 0.1 ―
水府南部浄水場 11月 1.1 ± 0.1 ―
大宮浄水場 11月 0.50 ± 0.1 0.48 ± 0.1 ―
夏海浄水場 11月 0.42 ± 0.1 ―
鹿島浄水場 1月 0.74 ± 0.1 3.8 ± 0.2 ―

（注）「―」は測定対象外
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２２－－７７  大大気気中中ののトトリリチチウウムム濃濃度度

１ 調査方法 

１．１ 採取地点及び頻度 

採取地点 採取頻度 採取方法 

東海村村松(村松測定局) 

東海村照沼(常陸那珂東海局(一般環境大気測定局)) 

ひたちなか市西十三奉行(環境放射線監視センター) 

月２回 
シリカゲルによる 

吸湿法 

１．２ 測定方法 

大気湿分は、屋外の空気を吸引し、シリカゲルに通して捕集した。回収したシリカゲルに窒素ガスを

流しながら 200℃で乾留し、コールドトラップにより水を回収した。なお、シリカゲルは月２回交換し、

得られた大気湿分を混合して、当該月の測定試料とした。 

回収した大気湿分を減圧蒸留し、低 BG液体シンチレーションシステム(日立アロカメディカル製 LSC-

LB7、日立製作所製 LSC-LB8)を用いて測定し、大気湿分中のトリチウム濃度を算出した。 

２ 結果の概要 

（１）大気湿分中のトリチウムの測定結果を表１、経月変化を図１、経年変化を図２に示した。 

（２）令和５年度の平均値は、東海村村松で 3.0Bq/L、東海村照沼で 1.1Bq/L、ひたちなか市西十三奉行で

0.75Bq/Lであった。最大値は、東海村村松で９月の 23Bq/L、東海村照沼で 10月の 3.4Bq/L、ひたち

なか市西十三奉行で 11月の 1.4Bq/Lであった。 

東海村村松の９月の最大値(23Bq/L)は、J-PARC で使用している陽子ビーム標的容器の交換作業(９

～10月)に伴うトリチウムの管理放出の影響を受けていると推測される。 

（３）令和５年度の平均値は、東海村村松を除く２地点は前年度と比較して同程度であったが、東海村村

松は９月に高い値が測定されたため、前年度と比較して高かった。 

表 1 大気湿分中トリチウム濃度

※ 検出限界値未満の場合、検出限界値を用いて平均値を算出した。

※ 平成 30年度の東海村照沼も同様の影響により 9月に高い値が検出

されたため、年平均値が各年度と比較して高くなっている。

単位：Bq/L

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
R05
平均

R04
平均

R03
平均

村松 1.1 1.3 1.2 0.91 0.94 23 1.3 1.2 1.1 1.6 1.0 1.4 3.0 1.4 1.1

照沼 0.74 0.77 1.0 0.92 0.65 0.98 3.4 0.69 0.81 1.6 0.94 0.97 1.1 0.90 0.76

ひたちなか市 西十三奉行 ＜0.41 0.96 0.59 0.87 0.50 0.77 0.67 1.4 0.84 0.59 0.52 0.90 0.75※ 0.56 0.45

地点

東海村

図１ 大気湿分中トリチウム濃度の経月変化 図２ 大気湿分中トリチウム濃度の経年変化 
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